
産業教育施設・設備の整備について
○ 産業教育振興法等に基づき、高等学校等の設置者が

産業教育のための実験実習施設・設備を整備する場合、
 予算の範囲内で、国はその整備に要する経費の一部を補助（補助率１/３）。

○ 国庫補助の対象となる施設・設備の基準については、同法第15条及び同法施行令第２条の規程に基づき
     中央教育審議会の議を経て国が定めることとなっている。

公立高校 私立高校

＜施設＞
学校施設環境改善交付金

＜設備＞
一般財源化（地方交付税交付金にて措置）

＜施設＞
私立学校施設整備費補助金

学校教育設備整備費等補助金
 

○三位一体の改革（平成16年及び17年）により、
・施設は、「安全・安心な学校づくり交付金」（平成23年度当初予算
から「学校施設環境改善交付金」）に一本化。（平成18年度～）
・設備は、一般財源化。（平成17年度～）

○平成26年度予算における国庫補助事業の見直しにより、特別装置
事業は一般財源化。（平成26年度～）

＜設備＞

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
○　10ページでは、産業教育施設・設備の整備に係る令和3年度概算要求について掲載しています。○　産業教育のための実験実習施設・設備の整備については、産業教育振興法等に基づき、予算の範囲内で、国はその整備に要する経費の一部を補助しております。 ○　公立高校の産業教育施設については、令和３年度概算要求において「学校施設環境改善交付金」の内数として所要額を計上しており、増額要求しているところです。先ほどご紹介した令和元年度の施設整備の事例はこちらの補助金によるものです。○　また、公立高校の産業教育設備については、三位一体の改革により一般財源化され、地方交付税交付金にて措置しているところですが、　①技術革新の進展等とともに、産業界でも設備のデジタル化が加速度的に進化していること、　②令和４年度からの新高等学校学習指導要領の実施に伴い、令和時代の産業教育の推進を進めるためにも、産業教育設備のデジタル化を早急に進める必要があることから、地方財政措置額の増額を要望しているところです。○　私立高校の産業教育施設・設備についても、令和３年度概算要求において、それぞれ所要額を計上し、設備整備費については増額要求しています。
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